
【諮問第５８号】

ＡＩＳ（船舶自動識別装置）の整備等
を踏まえた新たな船舶交通安全政策

のあり方について
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「背景と問題意識」

１ 環境の変化に併せた船舶交通安全政
策の見直し

・海洋基本法の制定
・AIS装置の普及
・航行援助施設の変遷
・入港船舶と海難の推移
・現状の船舶交通安全政策

２ 港内交通の安全性と効率性の両立

・港内における管制水路の現状
・港内管制の事例
・台風接近に伴う海難事例

３ 船舶交通がふくそうする海域等にお
ける安全性の向上

・レーダーサービスエリア内の衝突・乗揚げ海難
・航路における海難（乗揚げ）の事例
・航路における不適切航行の事例

４ 小型船舶等に係る安全性の向上

・死者行方不明者等を伴うプレジャーボート
海難

・マリンレジャー中の衝突事故
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環境の変化に併せた船舶交通安全政策の見直し
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海洋が人類等の生命を維持する上で不可欠な要素であるとともに、海洋法条約等に基づく国際的協調の下、新たな海洋立
国を実現することが重要であることにかんがみ、海洋に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにし、海
洋基本計画の策定その他海洋に関する施策の基本となる事項を定めるとともに、総合海洋政策本部を設置することにより、
海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

本法の目的

海洋基本法の制定

①海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和、②海洋の安全の確保、③科学的知見の充実、④海洋産業の健全な発
展、⑤海洋の総合的管理、⑥国際的協調

海洋政策の基本理念

国は、効率的かつ安定的な海上
輸送の確保を図るため、日本船
舶の確保、船員の育成及び確保、
国際海上輸送網の拠点となる港
湾の整備その他の必要な措置を
講ずるものとする。

国は、海に囲まれ、かつ、主要な資源の大部分
を輸入に依存する我が国の経済社会にとって、
海洋資源の開発及び利用、海上輸送等の安全
が確保され、並びに海洋における秩序が維持さ
れることが不可欠であることにかんがみ、海洋に
ついて、我が国の平和及び安全の確保並びに海
上の安全及び治安の確保のために必要な措置
を講ずるものとする。

海洋の安全の確保（第２１条第１項）海上輸送の確保（第２０条）

１ 環境の変化
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グラフィック画面 船舶情報表示

ＡＩＳは、船名、位置、進路、速力等を自動的にＶＨＦ帯電波で送
信する装置で、これを受信することにより船舶の動静をリアルタ
イムで把握することができる。

陸上局

AIS情報 AIS情報 平成２０年７月１日までに次
の船舶が搭載義務化される

・内航船５００㌧以上

海上保安庁では、平成２０年度中に
日本沿岸全域を「ＡＩＳ」の受信エリ
アとしてカバーする予定。

平成19年度カバーエリア

平成20年度カバーエリア

○監視業務
乗揚・走錨等の未然防止、走錨監視、ＡＩＳ適切運用の監視

○放送業務
ＡＩＳメッセージによる情報提供（気象情報、航行制限情報、海難事故情報等）

【ＡＩＳ情報】

・ＩＭＯ番号・呼出符字と船名・船の長さと幅（静的情報）

・船の喫水・仕向港・到着予定時刻（航行関連情報）

・位置情報・ＵＴＣ・対地針路・対地速度（動的情報）

ＡＩＳ（Automatic Identification System：船舶自動識別装置）の普及 １ 環境の変化
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ｺｰｽﾋﾞｰｺﾝ局 (6)

灯 柱 (237)

航 路 標 識

光 波 標 識 5,385 電 波 標 識 94 音 波 標 識 16

夜 標 5,314

灯 台 3,331

立 標 40

ロランＣ局 4

ﾃﾞｨﾌｧﾚﾝｼｬﾙGPS局
（DGPS局） 27

無線方位信号所 63

中波標識局 (51)

ﾚｰﾏｰｸﾋﾞｰｺﾝ局 33

ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝ局 30

霧信号所 16

船 舶 通 航 信 号 所 25

浮 標 31

ﾏｲｸﾛ波標識局 63

ロランＡ局 (11)

オメガ局 (1)

デッカ局 (22)

潮流信号所 8

灯浮標 1,266

灯 標 492

照射灯 157

導灯・指向灯 68

昼 標 71

陸 標 (4)

〔 標識の廃止（完了）年度及び理由 〕
・H2年度 コースビーコン

ﾚｰﾏｰｸ、ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝの整備の進展により
必要性低下

・H5年度 陸標

必要性低下
・H8年度 ロランＡ局

ロランＣチェーン運用開始により必要性低下
・H9年度 オメガ局

ＧＰＳ普及により必要性低下
・H12年度 デッカ局

ロランＣチェーン運用開始により必要性低下
・H15年度 灯柱

必要性低下又は灯台への分類変更
・H18年度 中波標識局

ＧＰＳの普及等により必要性低下

19年度より順次廃止

19年度より順次廃止

海上交通ｾﾝﾀｰ 7
（AIS整備済 ７）

港内管制信号所等 10
（うちAIS整備済 ４）

※ 航路標識を活用して情報提供していた「船舶気象通報」は全国69箇所のＭＩＣＳ（沿岸域

情報提供ｼｽﾃﾑ）に充実発展した
※ 数値は平成１９年７月１日現在の基数 （ ）書きは、最大基数

情報信号板 8

１ 環境の変化航路援助施設の変遷
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１隻あたりの総トン数の大きさ＝入港延べ総トン数／入港隻数
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【コンテナ船の大型化の例】

１．３７倍 １．３５倍 １．５２倍

【１隻あたりの総トン数の大きさの変化】

平成７年 約３００ｍ
総トン数60,000トン

平成18年 約398ｍ
総トン数約170，000トン

（参考）
ランドマークタワー
高さ 約２９６ｍ

資料：港湾統計
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１ 環境の変化
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現状の船舶交通安全政策のあり方について現状の船舶交通安全政策のあり方について

新たな船舶交通安全政策の展開新たな船舶交通安全政策の展開

その他留意事項その他留意事項

１．公共事業改革への取組み等

①成果（アウトカム）重視、事業の透明性等の向上 ②事業間連携及び地方等との情報交換の推進

③事業評価制度の徹底、投資の重点化等 ④コスト縮減、既存ストックの活用等

①主要船舶交通ルートにおける新たな船
舶交通体系の構築

②地域・生活に密着した安全対策の推進

③地球環境に配慮した事業の推進

・大規模海難防止
・定時性、時間短縮

・小型船舶の航行の安全
性向上

・CO2、特別管理産業廃棄

物削減

・ＡＩＳ次世代航行支援ｼｽﾃﾑ構築
・海上交通情報機構拡充
・航路標識設置、改修、高機能化・高規格化

・ＭＩＣＳ整備によるリアルタイムで分かり
やすい情報提供
・安全指導、啓蒙活動

・太陽光、風力発電を利用した標識電源の
クリーンエネルギー化

〈〈船舶交通安全政策の３つの重点目標船舶交通安全政策の３つの重点目標〉〉 〈〈ｱｳﾄｶﾑｱｳﾄｶﾑ〉〉 〈〈具体的施策具体的施策〉〉

２．国際協調・協力の推進

３．技術革新への対応

船舶交通安全政策の方向性

＜安全性と効率性が両立した船舶交通環境の創出＞＜安全性と効率性が両立した船舶交通環境の創出＞

施策の展開

２つの基本戦略
① ハードとソフトの効果的連携 ② 施策の集中的展開

１ 環境の変化
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港内交通の安全性と効率性の両立
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１．管制水路
特に船舶の通航が頻繁な水路や狭い水路で は、船舶交通

が収束し水路幅が制限されること等から、信号によって入出航
船の行会い調整などの交通整理を行っています。

２．管制を行っている港及び水路
１６の港、３９の水路において管制を行っています。

３．管制方法
(1) 管制船（大きさは、水路幅や水路の形状など海域の特性

を考慮し各管制水路ごとに設定）が管制水路を航行する際
には、管制対象船（一定の大きさ以上の船舶）に対し、一律
に行き会いを規制しています。

(2)  港長は、信号所において交通整理のための信号を表示し、
水路を航行する船舶はその信号に従って航行します。

【管制水路の例】

名古屋港京浜港横浜区

管制水路

鹿島港

港内における管制水路の現状 ２ 港内交通
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管制船
総トン数 15,000 トン

× 総トン数 500 トン

Ｉ

総トン数 13,000 トン

Ｆ

総トン数 13,000 トン

信号板
信号板

信号板「I」の文字点滅
・入航船は入航可

信号板「Ｆ」の文字点滅
・総トン数15,000トン未満は入出航可

×

管制船
総トン数15,000トン

総トン数１３，０００トン同士の行き会いは可であるが、総トン数１５，０００トン以上の
船舶が管制水路を航行する際には、総トン数５００トン以上の船舶の行き会いを一
律に禁止している。

行き会う船の船名、大きさ等のリアルタイムな個別情報を有効活用する方策は？

管制船航行時、総トン数
５００トン以上の行き会い

を一律に禁止

１．入航信号（Ｉ）の場合（管制船（15,000トン以上の船舶）が
入航する場合）

２．自由信号（Ｆ）の場合

総トン数13,000トン
同士の行き会いはＯ．Ｋ

２ 港内交通港内管制の事例（横浜航路（東・西水路））
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鹿島港内

鹿島港 貨物船O号、Ｅ号座礁海難

鹿
島
港
南
防
波
堤

鹿島港

中国籍貨物船O号（乗員２４名）
平成１８年10月2４日座礁し、25日移動、その後船体切断移動

平成18年10月24日、鹿島港入港中の
・中国船籍鉄鉱運搬船O号（総ﾄﾝ数88,853ﾄﾝ）
・ﾊﾟﾅﾏ船籍石炭運搬船E号（総ﾄﾝ数85,350ﾄﾝ）

は、非常に発達した低気圧接近に伴い、荒天避難のため港外へ向け出港中、強風のため航行困難
となり圧流され座礁したもの。

Ｏ号乗員24名、Ｅ号乗員20名は全員、海上保安庁のヘリコプターにより吊り上げ救助された。

パナマ籍貨物船E号（乗員２０名））
平成１８年10月24日座礁位置

台風等の接近に伴い港外への避難時機を逸して起きた海難事例
２ 港内交通
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船舶交通がふくそうする海域等における安全性の向上
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レーダーサービスエリア内の衝突・乗揚げ海難
（AIS搭載義務船舶≒日本船500GT&外国船300GT以上）

レーダーエリア内　衝突・乗揚げ海難隻数
(日本船500GT以上及び外国船300GT以上)

3
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27
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0
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44
2

5
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年

隻

乗揚げ_外国船
300GT以上

乗揚げ_日本船
500GT以上

衝突_外国船
300GT以上

衝突_日本船
500GT以上

平成 14 15 16 17 18

衝突_日本船500GT以上 10 8 12 14 14

衝突_外国船300GT以上 26 27 30 30 34

小計 36 35 42 44 48

乗揚げ_日本船500GT以上 1 3 3 2 0

乗揚げ_外国船300GT以上 4 4 7 2 5

小計 5 7 10 4 5

合計 41 42 52 48 53
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航路における海難（乗揚げ）の事例

外国タンカー（約2,500GT）が、午前０時
３０分頃、来島海峡を西航中、航路外へ
針路を向けた。

VHFにより情報提供を行ったところ、一旦
は中水道に向け針路をとったものの、結
果的に中渡島東方に乗揚げたもの。

中
水
道西

水
道
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高見島

牛島

備 讃 瀬 戸 東 航 路

備 讃 瀬 戸 北 航 路

備
讃

瀬
戸

南
航

路

水
島

航
路 宇高西航路

宇高東航路

高松市

坂出市

小豆島
て しま

豊島

お ぎ しま

男木島

礼田埼

地蔵埼

直島

あ じ

庵治本島

広島

無線による情報提供開始

巡視船による伴走警戒実施

航路における不適切航行の事例 ３ ふくそう海域

外国貨物船H号（約1,000GT）が、午前１時４０分
頃、備讃瀬戸南航路を東航中、航路をはずれ蛇行
を始めた。

VHFによる情報提供や付近航行船舶による注意喚
起を行ったが是正されず、巡視船による伴走警戒
により、かろうじて海難の発生は防止された。
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小型船舶等に係る安全性の向上
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死者行方不明者、負傷者を伴うプレジャーボートの海難

衝突

31%
浸水

6%

乗揚

5%

その他

12%

転覆

46%

過去５年間（Ｈ１４～Ｈ１８）における、 死傷者を伴う
プレジャーボート海難種類

衝突

72%

転覆
8%

乗揚

7%

浸水
3%

その他

10%

死亡・行方不明者を伴うプレジャーボート海難種類（１０５隻）

負傷者を伴うプレジャーボート海難種類（４０５隻）

４ 小型船舶

プレジャーボート海難件数及び道路交通事故件数に
おける死者・行方不明者数の発生割合

3.2%

3.0%

3.2%

2.6%
2.8%

0.9%
0.8% 0.8% 0.7% 0.7%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

プレジャーボート海難における死者・行方不明者の発生割合

道路交通事故における死者の発生割合

※ 発生割合は、交通安全白書のプレジャーボート海難及び道路
交通事故の死者・行方不明者数と発生件数から算出

死者・行方不明者/事故件数
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サーフボード

5%

ウェイクボード
2%

水上オートバイ
69%

漁船
2%

モーターボート
15%

その他
7%（人）

（１）

（２）

（１）

（２）

（１）

マリンレジャー中の衝突事故
過去５年間（Ｈ１４～Ｈ１８）において、マリンレジャー中、何らかに「衝突」して死傷した人数137人。（ ）は死亡者数

水上オートバイ
37%

モーターボート
26%

漁船
5%

ウェイクボード
3%

その他
29%

遊泳者（59人）に衝突した相手

被引遊具（38人）に衝突した相手

４１
９

１４

１０

遊泳中被引遊具
使用中

サーフィン
中

スキューバ
ダイビング中

その他

※被引遊具とは、プレジャーボート等に牽引された浮き輪、
ゴムボート、バナナボート等をいう。

マリンレジャー形態別内訳

４ 小型船舶
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今後の審議事項

◇航行環境の変化、ＡＩＳの整備の進展等を踏まえた、新たな船舶交通安全
政策の方向性及び具体的施策

論点の例

船舶交通がふくそうする海域等における安全性の向上

港内交通の安全性と効率性の両立

小型船舶に係る安全性の向上

－ ふくそう海域における新たな海難回避措置等

－ ＡＩＳを活用した新たな港内交通管制システムの構築等
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